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一般国道１３９号（西富士道路）に関する協定 



 

一般国道１３９号（西富士道路）に関する協定 

 

 

 独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構（以下「機構」という。）と中日本高速

道路株式会社（以下「会社」という。）は、高速道路株式会社法（平成１６年法律第９９

号。以下「道路会社法」という。）第６条第１項及び独立行政法人日本高速道路保有・債

務返済機構法（平成１６年法律第１００号。以下「機構法」という。）第１３条第１項の

規定に基づき、この協定を締結する。 

 

 

（目的） 

第１条 本協定は、一般国道１３９号（西富士道路）に関し、機構法第１２条第１項の

機構の業務及び道路会社法第５条第１項第２号の会社の事業（以下「業務等」という。）

の実施に必要な事項を定めることにより、業務等の適正かつ円滑な実施を図ることを

目的とする。 

 

 

（協力） 

第２条 機構及び会社は、その業務等の実施に当たっては、債務の返済等の確実かつ円

滑な実施を図りつつ、高い公共性を有する高速道路の維持、修繕、災害復旧その他の

管理（以下「高速道路の管理」という。）が適正かつ効率的に行われるよう、相互に密

接な連携を図りながら協力するものとする。 

 

 

（協定の対象となる高速道路の路線名） 

第３条 本協定の対象となる高速道路の路線名は、以下のとおりとする。 

 （１） 一般国道１３９号（西富士道路） 

 

 

（工事の内容） 

第４条 会社が行う高速道路の管理のうち、修繕に係る工事（機構が会社からその費用

に係る債務を引き受けるものに限る。）の内容は、別紙１のとおりとする。 

２ 会社は、前項に規定する修繕に係る工事のうち第１３条第１項の助成の対象となる

ものを行おうとするときは、あらかじめ、修繕工事計画書を機構に提出し、機構の同

意を得なければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。 

 



 

３ 会社は、第１項に規定する修繕に係る工事のうち前項に規定するもの以外のものを

行おうとするときは、あらかじめ、修繕工事計画書を機構に提出しなければならない。

これを変更しようとするときも、同様とする。ただし、あらかじめ提出することが困

難である場合においては、会社は、修繕によって増加した道路資産が機構に帰属する

日前に修繕工事報告書を機構に提出するものとする。 

４ 会社は、災害復旧に係る工事を行おうとするときは、あらかじめ、災害復旧工事計

画書を機構に提出しなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。

ただし、あらかじめ提出することが困難である場合においては、会社は、災害復旧に

よって増加した道路資産が機構に帰属する日前に災害復旧工事報告書を機構に提出す

るものとする。 

 

 

（修繕に係る債務引受限度額） 

第５条 修繕に係る工事に要する費用に係る債務であって、機構が会社から引き受ける

こととなるものの限度額は、別紙２のとおりとする。 

 

 

（災害復旧に係る債務引受限度額） 

第６条 災害復旧に要するものと見込まれる費用に係る債務であって、機構が会社から

引き受けることとなるものの限度額は、別紙３のとおりとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、会社が機構から機構法第１２条第１項第５号の無利子貸

付けを受けて災害復旧を行った場合には、前項の限度額に当該無利子貸付けに係る額

に相当する額を加えたものを同項の限度額とする。 

 

 

（貸付けに係る道路資産の内容） 

第７条 機構が会社に貸し付ける道路資産の内容は、第３条に規定する協定の対象とな

る高速道路を構成する敷地又は支壁その他の物件とする。 

 

 

（道路資産の貸付料） 

第８条 機構が会社に対して貸し付ける道路資産の貸付料は、別紙４の額とする。 

２ 会社は、毎年度の前項の貸付料を１ヶ月ごとに分割して機構に支払うものとし、そ

の支払期限は、翌月の１５日とする。ただし、支払期限が、銀行法（昭和５６年法律

第５９号）第１５条第１項に規定する銀行の休日に該当する場合は、その日前におい

て、その日に最も近い銀行の休日でない日を支払期限とする。 



 

３ 会社は、前項に規定する支払期限までに、機構の発行する支払請求書に基づき、支

払うものとする。 

４ 会社は、第２項に規定する支払期限までに前項の規定により支払うべき金額の全部

又は一部を支払わなかった場合は、次項に規定するときを除き、その期限満了の日の

翌日からこれを支払った日までの日数に応じ、当該支払うべき金額に不足する額に対

し年５.０％で計算した金額を、遅延利息として機構に支払うものとする。 

５ 機構は、大規模な災害の発生等やむを得ない事由により会社が第２項に規定する支

払期限までに第３項の規定により支払うべき金額の全部又は一部を支払うことができ

ないと認めるときは、その期限を延長することができる。この場合において、会社は

支払期限満了の日の翌日からこれを支払った日までの日数に応じた利息を機構に支払

うものとし、その利息は機構と会社が協議して定めるものとする。 

６ 会社は、前項の規定による延長期限までに第３項の規定により支払うべき金額の全

部又は一部を支払わなかった場合は、その期限満了の日の翌日からこれを支払った日

までの日数に応じ、当該支払うべき金額に不足する額に対し年５.０％で計算した金額

を、遅延利息として機構に支払うものとする。 

 

 

第９条  毎年度の料金収入の金額（以下「実績収入」という。）が、次の各号のいずれか

の場合に該当するときは、それぞれ各号に定める額を貸付料とする。 
一  別紙５の金額（以下「計画収入」という。）に計画収入の１％に相当する金額を加

えた金額（以下「加算基準額」という。）を超えた場合  前条第１項に定める金額に、

実績収入から加算基準額を減じた金額を加えた金額 
二  計画収入から計画収入の１％に相当する金額を減じた金額（以下「減算基準額」

という。）を下回った場合  前条第１項に定める金額から、減算基準額から実績収入

を減じた金額を減じた金額 
２  会社は、前項第１号に該当する場合において、実績収入から加算基準額を減じた金

額を、機構の発行する支払請求書に基づき、会社が道路会社法第１４条第３項に基づ

き財務計算に関する諸表を国土交通大臣に提出した後２ヶ月以内に、機構に支払うも

のとする。 
３  機構は、第１項第２号に該当する場合において、減算基準額から実績収入を減じた

金額を、会社の発行する支払請求書に基づき、会社が道路会社法第１４条第３項に基

づき財務計算に関する諸表を国土交通大臣に提出した後２ヶ月以内に、会社に支払う

ものとする。 
４  前条第４項から第６項までの規定は、第２項及び前項の場合に準用する。 

 

 



 

 （道路資産の貸付期間） 

第１０条 機構が会社に貸し付ける道路資産の貸付期間は、それぞれの道路資産が機構

に帰属した日から平成２４年３月３１日までとする。 

 

 

（料金の額及びその徴収期間） 

第１１条 第３条に規定する高速道路を供用することにより徴収する料金の額及びその

徴収期間は、別紙６のとおりとする。 

 

 

（維持、修繕その他の管理） 

第１２条 会社は、道路を常時良好な状態に保つように適正かつ効率的に高速道路の維

持、修繕その他の管理を行い、もって一般交通に支障を及ぼさないように努めなけれ

ばならない。 

２ 会社は、高速道路の維持、修繕その他の管理の実施状況について、毎年度、機構に

報告することとし、機構は、必要に応じて実地に確認を行うことができるものとする。 

 

 

（助成） 

第１３条 会社は、その経営努力により高速道路の修繕に関する工事（あらかじめ第４

条第２項の同意を得たものに限る。以下同じ。）に要する費用を縮減した場合には、機

構に対し、機構法第１２条第１項第７号に掲げる業務として行われる助成金の交付を

申請することができる。 

２ 会社は、前項の規定による申請をしようとするときは、当該修繕に関する工事が完

了したこと及び当該工事に要する費用の縮減が会社の経営努力によるものであること

を示す書面を添付して、次に掲げる事項を記載した申請書を機構に提出しなければな

らない。 

① 当該修繕に係る工事の内容 

 ② 当該修繕に係る工事に要する費用に係る債務であって、機構が会社から引き受ける

こととなるものの限度額 

 ③ ②に係る助成対象基準額 

  ④ 当該修繕に係る工事に要する費用に係る債務であって、機構が会社から引き受ける

こととなるものの額 

３ 前項第３号に掲げる助成対象基準額とは、第４条第２項の修繕工事計画書に記載の

額とする。 

 



 

４ 機構は、第１項の規定による申請が次に掲げる要件のいずれにも適合すると認める

場合には、第２項第３号の額から同項第４号の額を控除した額（会社の経営努力によ

るものと認められた部分に限る。）の５割に相当する額を、第１項の助成金として、会

社に交付するものとする。 

① 第２項第４号の額が同項第３号の額を下回るものであること。 

 ② 申請に係る修繕に関する工事に要する費用の縮減が会社の経営努力によるもので

あること。 

③ 申請書に記載された事項が適正であること。 

 

 

（道路資産の機構への帰属） 

第１４条 道路整備特別措置法（昭和３１年法律第７号。以下「特別措置法」という。）

第５１条第４項の規定に基づき、高速道路に係る道路資産が機構に帰属する場合には、

会社は、あらかじめ、当該道路資産に係る道路資産原簿、用地台帳、設計図その他関

係図書（以下「道路資産原簿等」という。）を機構に提出するものとする。 

２ 機構は、必要があると認めるときは、会社の立会いの下に道路資産原簿等と現物の

照合を行うことができる。 

 

 

（債務の引受け） 

第１５条 機構法第１５条第１項の規定に基づき、高速道路の修繕又は災害復旧に要す

る費用に充てるために会社が負担した債務を機構が引き受ける場合には、会社は、あ

らかじめ、当該引受けに係る債務目録及び金銭消費貸借契約書、社債原簿その他証書

類（以下「証書類」という。）を機構に提出し、機構の立会いの下に当該債務目録と証

書類の照合を行うものとする。 

 

 

（協定の変更） 

第１６条 機構及び会社は、おおむね５年ごとに、本協定について検討を加え、これを

変更する必要があると認めるときは、相互に、その変更を申し出ることができる。大

規模な災害の発生その他社会経済情勢の重大な変化があり、これに対応して協定を変

更する必要があると認めるときも、同様とする。 
２ 機構及び会社は、道路資産の貸付料の額又は料金の額が機構法第１７条に規定する

貸付料の額の基準又は特別措置法第２３条に規定する料金の額の基準に適合しなくな

ったと認められる場合その他業務等の適正かつ円滑な実施に重大な支障が生ずるおそ

れがある場合には、相互に、本協定の変更を申し出ることができる。 



 

３ 前２項の規定による変更の申出があった場合には、機構及び会社は、その申出に誠

実に対応しなければならない。 

４ 第１項及び第２項の規定に基づく協定の変更は、業務等の実施状況を勘案し、債務

の返済等の確実かつ円滑な実施及び高速道路の管理の適切かつ円滑な実施が図られる

よう行うものとする。 

 

 

（協議等） 

第１７条  本協定に定めのない事項又は疑義が生じた事項については、その都度機構と

会社が協議して定めるものとする。 

 

 

附 則 

 本協定は、平成１８年４月１日から施行する。 

 

 

 

  この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、記名押印の上、各々１通を保

有する。 

 

      平成２３年６月６日 

 

          独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構 

理 事 長    勢  山     直 

 

 

 

 

 

中日本高速道路株式会社 

代表取締役会長   金 子  剛 一 

 



別紙１

修繕に係る工事の内容

（機構法第１３条第１項第２号に定める協定記載事項）

（協定第４条第１項関連）



　工事の内容　

工事の内容

　  1．橋梁修繕

　  2．トンネル修繕

　  ３．のり面修繕 

　  ４．土工修繕

　  ５．舗装修繕

　  ６．交通安全施設修繕

　  ７．交通管理施設修繕

　  ８．渋滞対策

　  ９．休憩施設修繕

　１０．雪氷対策施設修繕

　１１．震災対策

　１２．環境対策

　１３．トンネル防災

　１４．のり面防災

　１５．雪害対策

　１６．のり面付属物設置

　１７．橋梁付属物設置

　１８．トンネル施設修繕

　１９．電気施設修繕

　２０．通信施設修繕

　２１．建築施設修繕

　２２．機械施設修繕

別紙１

　会社が行う高速道路の管理のうち、修繕に係る工事（機構が会社からその費用に係る債務を引き受けるものに限る）で行う工事の内
容は、以下のとおり。
　ただし、固定資産について支出する金額で、
①当該資産の使用可能期間を延長させる（耐久性を増す）部分に対応する金額、
②その支出の時における当該資産の価額を増加させる（価値を高める）部分に対応する金額、
の何れかに該当するものに限る。
 
（ただし、災害復旧に係る部分を除く。）



修繕に係る工事に要する費用に係る債務引受限度額

別紙２

（協定第５条関連）

（機構法第１３条第１項第３号に定める協定記載事項）



修繕に係る工事に要する費用に係る債務引受限度額

（消費税込み）

年度 債務引受限度額

Ｈ１８ 0百万円

Ｈ１９ 225百万円

Ｈ２０ 25百万円

Ｈ２１ 0百万円

Ｈ２２ 0百万円

Ｈ２３ 58百万円

（注1）平成１８年度から平成２１年度までは実績値を記載している。

（注2）上記記載の債務引受限度額については、限度額に残余が生じた場合
は、繰り越しを認めるものとする。



 別紙３  

（協定第６条第１項関連） 

（機構法第１３条第１項第４号に定める協定記載事項） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
災害復旧に要する費用に係る債務引受限度額 

 
 



 

 

 

 

 

 
 

災害復旧に要する費用に係る債務引受限度額 

 

                                             （消費税込み） 

債務引受限度額 １１百万円 
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